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∗ 本稿は、2013年 10月 10日の「朝鮮義勇隊創設 75周年記念」の学術会議（於ソウル）で
発表したものに補筆したものである。
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(2) Ref. A03024829700, 136.
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(20)賭博開帳被告事件、1923〔大正 12〕年 3月 5日第二刑事部判決、大審院刑事判例集第 2
巻 173–177頁。
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陸軍軍法会議法第 427条第 1項第 2項によると、判決は、その告知の時から 3日をもっ






































































































(32) Ref. C04120389500, 0338.
(33)憲兵令／憲兵条例、1898〔明治 31〕年勅令 337号、『官報』第 4626号 299頁。官報で
は「憲兵条例」とあるが、ときとして単に「憲兵令」といわれる。憲兵条例について詳し
くは後述する。
(34)北支那方面軍軍律（Ref. Ref. C04120049000, 0295）。
(35)北支那方面軍軍律審判規則第 8条（Ref. C04120049000, 0300）。
(36)北支那方面軍軍罰令第 4条（Ref. C04120049000, 0297）。
(37)フィリピン方面を作戦地域としたのが第 14軍で、後の第 14方面軍である。山下奉文が
最後の司令官である。
(38)第 14軍囚禁場規則（Ref. C13071909300, 1925; Ref. C14020741900, 1231）。
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(39)陸軍監獄令施行細則、1908〔明治 41〕年陸軍省令第 17号、『官報』第 7578号 600頁以
下。


























之ヲ適用ス」（「第 14軍軍律」第 1条、Ref. C1402071900, 1221）というように「帝国臣
民以外ノ人民」の絞りがかかっていないものがあるからである。また、「本軍律ハ南方軍ノ
195
明治大学　法律論叢 87巻 2・3号：責了 book.tex page196 2014/12/17 10:34
法律論叢 87巻 2・3合併号
作戦地域内ニ在ル者ニ之ヲ適用ス／帝国臣民ニ対シテハ帝国ノ法令ニ依リ処罰スルコト能
























年 6月 1日法務調査部第二課、Ref. C13070900300, 0726）と「空襲軍律に関する研究」















年勅令 257号、官報第 2195号 281頁）第 4条によると「奏任」官である。それゆえに、
司令官が「領事官」を審判所担当に任命できるものかどうかが問われる。
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実際上海派遣軍軍法会議 1932年 5月 25日「爆弾事件犯人尹奉吉に対する判
決」(45)は、刑法の殺人罪や同未遂罪ではなく爆発物取締罰則違反のゆえに尹奉吉
(44)報道管制は厳しかったらしい。事件は 4月 29日に起きたのに、新聞発表が「号外」で行





















































『専修大学今村法律研究室報』No. 49、2008年 3月 10日 1頁以下がある。
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「憲兵条例」1881〔明治 14〕年太政官達第 11号(50)第 1条によると、憲兵は























(50) Ref. C13070665900, 0162.





























は石門日本帝国総領事館領事脇屋寿夫名による 1943年 4月 9日付の金学鉄こと洪
性杰に対する予審終結決定と同事件に対する 1943年 6月 14日付の長崎地方裁判
所の判決が収録されている。そして、後者の判決につけられたコメント(60)では
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12月 9日懲役 1年以上 3年以下(61)。梁原剛一（梁麟鉉）に対する治安維持法違
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在であった。そこではたくさんの人々が殺され、またそこから北海道の炭鉱の町赤
平という私の郷里にもたくさんの中国朝鮮の人々が連れてこられていた事実と過
酷な状況が分かった。そうすると、人間として今回の設問を取り巻く日本の侵略の
歴史的事実に向き合うべきことを思い知らされた。そして、たしかに、他人事にで
きないものがあることを知ったことは私自身のための学びのわずかな歩みに過ぎ
ないとしても、それにとどまらず、身近な人々と政府や国家の歴史認識はこれから
の東アジア諸国民が平和に生きていく上では不可避な課題であると思わざるを得
なかった。
歴史には警告や忠告の無数のシグナルが出されている(66)。しかし、侵略をした
日本国家と政府はそこから汲み取るべきものがありながらそうできなかった。そ
れは、東北アジアの無数の人々だけでなく日本人自身の悲劇であった。改めて今日
の現実のさまざまの動きを意識せざるを得ない。
（明治大学法学部元専任教授）
(66)北京駐在検事佐野茂樹報告「華北に於ける朝鮮人問題」『思想月報』第 99号（1942年
11・12月号）196頁以下は、日本の大陸における戦争の拡大と弾圧の厳しさにもかかわ
らず、もう一方では解決の見えない手詰まり感を示す。そこでは次のように率直な意見
が出されている。すなわち、朝鮮義勇隊の華北の郷村の民衆に対する宣伝には「大分効
目があるらしい」。そして、華北においても日本大使館の朝鮮課が朝鮮人の教化指導をし
ているがそれが「既に御用団体として民衆から離れ、寧ろその反発を買ってゐる実情に
ある」、華北には「故郷朝鮮から真面目に希望を有ってやって来る青年」を「正しく延ば
すような、適切な就職の途も少なく、またこれを指導訓練するような機関もない、或はあ
るかも知れないが、朝鮮人自体に云はせると『無い』と云ってゐるから、少なくともその
効果を挙げてゐるものはないのであろう」。
206
